
資料 ３ 

やまぐち県民活動支援センター指定管理者の指定について 

 

１ 指定までの流れ 

時 期 事 務 の 基 本 的 な 流 れ 

平成17 年７月 

（議会議決） 

平成17年８月 

 

 

平成17年９月 

平成17年10月 

 

 

 

 

 

 

 
平成17 年 11 月 

 

 

 

 

平成17年12月 

（議会上程） 

 

 

平成18年１月 

   ～３月 

 

 

 

 

平成18 年４月 

支援センター条例・規則の改正 

 

選定委員会の設置（8/8） 

・選定委員会において募集要項等の検討 

 

指定管理者の募集（9/13～10/20） 

・ＨＰなどによる公募 

・募集要項等の配布 

・公募説明会の開催 等 

応募の申込（10/17～20） 

・提出書類（事業計画書、収支予算書、定款、事業報告書等） 

選定委員会による審査・選定（10/31） 

・選定委員会を開催し、選定基準に照らし、最も適当な団体を選定 

選定結果の通知・公表（11/2） 

・申込者に対し選定結果を通知 

情報公開（11/14） 

・選定委員会、審査基準、審議内容などの選定手続きや選定結果
等の情報を可能な限りＨＰ等で公開 

 

指定議案・債務負担行為の議決（12/16） 

・指定管理者となるべき団体の名称、指定期間などに関する議決 

・指定期間内に支払うべき管理費用に係る債務負担行為の議決 

 

指定の通知（2/21）・告示・協定の締結 

・相手方に指定管理者として指定する旨を文書で通知 

・指定管理者の指定の告示 

・公告事項の掲示やＨＰ等により、施設利用者に周知 

・指定管理者と管理の細目的事項等について協定を締結 

 

管理業務の開始 



 

２ 公募の概要 

(1) 施設の概要 

① 施設名称 

  やまぐち県民活動支援センター 

② 所在地 

    山口市神田町１－８０ 防長青年館（パルトピアやまぐち） 

(2) 指定管理者の行う業務の範囲 
条例（第 3条及び第 8条）に規定する業務の範囲 

² 施設及び設備の維持管理に関すること 

² 開館日及び開館時間の変更に関すること 

² 施設の利用の拒否に関すること 

² 県民活動に関する情報及び資料の収集及び提供に関すること 

² 県民活動に関する相談及び助言に関すること 

² 県民活動に関する研修に関すること 

² 県民活動団体等の交流の機会の提供に関すること 

² 県民活動に関する調査及び研究に関すること 

² その他、県民活動を支援するために必要な業務に関すること 

(3) 指定管理者の指定の期間 
平成 18 年４月１日から平成 23 年３月 31 日（５年間） 

(4) 指定管理料 

① 指定管理料 

指定管理料上限額（５年間）110,910 千円（ 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 を 含 む 。） 

② その他の収入 

センターの設置目的に沿って、指定管理者が行う自主企画事業に係る収入を自

らの収入とすることができること。 

(5) 応募資格 

山口県内に主たる事務所を有している山口県県民活動促進条例（平成14年山口県

条例第４号）第２条第２項に規定する県民活動団体であって、入札参加資格の制限、

税金滞納等、欠格条項に該当しないこと。 

(6) 応募状況 

特定非営利活動法人 やまぐち県民ネット２１ほか、県民活動団体２団体が応募。 

 

 

 

 



 

３ 選定の経過及び結果 

(1) 審査の方法 

やまぐち県民活動支援センター指定管理者選定委員会において、各応募者から提

出のあった事業計画書等について予備採点を実施するとともに、応募者の資格要件、

事業計画書等の評価ポイント、質疑事項等の確認を行った後、各応募者からのプレ

ゼンテーションを踏まえて本審査を実施した。 

(2) 審査の結果 

① 審査結果 

選定委員会による評価点の最も高かった特定非営利活動法人やまぐち県民ネッ

ト２１を指定管理者候補者として選定した。 

順位 応 募 者 評価点 

１ 特定非営利活動法人やまぐち県民ネット２１ ９１７ 

２ 県 民 活 動 団 体 Ａ ８７４ 

３ 県 民 活 動 団 体 Ｂ ５６５ 

※ 選定項目別の詳細については別紙のとおり。     （満点：1,250 点） 

② 審査講評 

応 募 者 評 価 項 目 及 び 指 摘 事 項 

特定非営利活動法人 
やまぐち県民ネット
２１ 

・これまでの県民活動団体の活動支援の実績・経験を基盤と
して、多様な自主企画事業の実施など、今後のステップア
ップを目指した具体的な提案は評価できる。 

・コミュニティ活動の支援に係る具体的な取組み及び自己評
価や外部評価を管理運営に反映する仕組みづくりが望まれ
る。 

県民活動団体 Ａ 

・意欲的で、前向きな姿勢及び県民活動調査研究所の設立な
どの新しい提案は評価できるが、実績・経験を基盤とした
特定非営利活動法人やまぐち県民ネット２１の確かさ、安
定感等を超えるまでには至っていない。 

県民活動団体 Ｂ 

・事業計画書の記載内容の多くが、業務仕様書の転載に留ま
り、管理運営業務の実施に当たっての具体的な提案がなさ
れていない。 

・運営に当たる職員全員をこれから公募するなど、不確実な
点も多い。 

 

 



（参考）やまぐち県民活動支援センター指定管理者選定委員会開催状況 

(1) 構 成 

選定委員会は、県民活動や県民活動支援機関・拠点施設の運営に関する有識者・

学識経験者等で構成する。 

² 学識経験者：樋 口 紀 子（梅光学院大学教授、県民活動審議会会長） 
² N P O 有 識 者：安 藤 周 治（NPO 法人ひろしま NPO センター代表理事、県民活動審議会委員） 
² 拠点施設代表：福 谷    進（周南市市民活動促進課（周南市市民活動支援センター）課長） 
² 有資格者（経営）：山 田 忠 司（中小企業診断士） 
² 施設設置者：大 島  收（環境生活部次長） 

(2) 開催経緯 
① 第１回選定委員会 平成１７年８月８日 

・選定委員会設置要綱の承認 

・選定委員会委員長の選出 

・選定基準及び配点の検討・決定 

② 第２回選定委員会 平成１７年１０月３１日 

・応募者の資格要件の審査 

・事業計画書等の評価ポイント及び質疑事項等の確認 

・各応募者によるプレゼンテーション 

・事業計画書等の審査・採点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

審査
基準 選 定 項 目  配点 

特定非営 利 
活 動 法 人 
やまぐち県民 
ネット２ １ 

県民活動団体 

Ａ 

県民活動団体 

Ｂ 

Ⅰ 

１ 県民活動支援センター
の運営 

    

利
用
者
の
平
等
な
利

用
の
確
保 

(1) 県民活動支援センター
の平等な利用の確保 

 10   34   32   29 

Ⅱ 

(2) 県民活動支援センター
の利用促進 

 10   34   37   21 

(3) 利用者に対するサービ
スの向上 

 20   73   69  44 

(4) 運営内容の効用及び実
現性 

 85 310 295 171 

２ 指定管理者が行う自主
事業 

    

(1) 自主事業の目的 

(2) 自主事業の内容 
 15   64   51   27 

３ 県民活動支援センター
の維持管理 

 10   34   38   23 

支
援
セ
ン
タ
ー
の
効
用
の
発
揮
及
び
管
理
に

係
る
経
費
の
縮
減 

４ 管理運営経費の縮減  25   83   76   66 

Ⅲ 
５ 法人等の実績及び能力 

    

(1) 組織の基盤・実績等  15   62   58   38 

(2) 管理運営体制  15   62   52   38 

６ その他     

(1) 個人情報の保護   5   20   19   14 

管
理
を
安
定
し
て
行
う
た
め
に
必

要
な
人
的
体
制
及
び
経
済
的
基
礎 

(2) 緊急時の対策   5   17   19   12 

総 合 評 価  35  124  128   82 

合 計 250  917  874  565 

別 紙 

■ 選定項目の配点及び各応募者の評価点 

※ 応募者の評価点は、選定委員５人の合計点（満点：1,250 点）



 
４ 平成 18 年度の主な事業（案） 

(1) 指定管理料実施事業 

① 県民活動に関する情報及び資料の収集及び提供に関する事業 

事 業 名 事 業 内 容 備 考 

「メールマガジン」の発信 イベント、助成金、支援センターの情報など
を希望者に発信する。 

 

② 県民活動に関する相談及び助言に関する事業 

事 業 名 事 業 内 容 備 考 

お出かけ相談会の開催 県内各地に出向いて、団体運営や助成金など
に関する相談を実施する。 

 

団体、イベント訪問の実施 県民活動団体の主催するイベントや事務所を
訪問するほか、各市センター主催のイベント
にも参加して県民活動の現状を把握する。 

 

「相談カード」のデータベ
ース化 

ＮＰＯ法人申請相談など、センター設立以来
の「相談カード」をデジタルデータ化し、相
談対応と利用者への情報提供の充実を図る。 

新 規 

③ 県民活動に関する研修に関する事業 

事 業 名 事 業 内 容 備 考 

スキルアップ講座 各支援センターのスタッフ、一般市民を対象
とする「住民ディレクター活動」講座を開催
する。 

新 規 

④ 県民活動団体等の交流の機会の提供に関する事業 

事 業 名 事 業 内 容 備 考 

県民活動リーダー交流会 県民活動のリーダーを対象とした学習・交流
会を開催する。 

新 規 

ガンパルフォーラムの開催 青年団や若者、大学生グループの活動事例発
表会と交流会を開催する。 

新 規 

⑤ 県民活動に関する調査及び研究に関する事業 

事 業 名 事 業 内 容 備 考 

団体活動の映像取材による
調査 

県民活動団体を取材し、活動の映像を保存す
るとともに、ＰＲ素材として利用する。 

新 規 

コミュニティ活動に係る調
査・研究 

県民活動団体と地域コミュニティ団体の現状
を把握する。 

新 規 



 

⑥ その他、県民活動を支援するために必要な事業 

事 業 名 事 業 内 容 備 考 

協働推進ラウンドテーブル
の設置 

県、市町、県民活動団体等の実務者をメンバ
ーとする情報・意見交換会を開催し、協働事
業の方向性等の検討を行う。 

新 規 

ネットワーク会議の開催 各市支援センター、きらめき財団、県・市町
の県民活動担当者による意見・情報交換会を
開催する。 

 

 

 

(2) 自主企画事業 

事 業 名 事 業 内 容 備 考 

ＮＰＯ事業報告会 「中国ろうきん」から寄付を受けた団体の事
業報告会を開催する。 

新 規 

ＮＰＯ寄付システム 「中国ろうきん」寄付システムの管理運営を
行う。 

新 規 

ＮＰＯ養成講座 ＮＰＯマネジメント講座を開催する。 新 規 

ＦＧ（ファシリテーショ
ン・グラフィック）講座 

ＦＧ講座を開催し、ワークショップで活用で
きる人材を育成する。 

新 規 

 


